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本資料の位置付け

○ まち・ひと・しごと創生法においては、まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定
するに当たっては、人口の現状及び将来の見通しを踏まえることとなっている
ことから、その基礎となる人口の動向等を把握するため、データ等の整理を
行った。

＜参考：まち・ひと・しごと創生法＞

第８条第３項

まち・ひと・しごと創生本部は、まち・ひと・しごと創生総合戦略の案を作成するに当
たっては、人口の現状及び将来の見通しを踏まえ、かつ、第十二条第二号の規定によ
る検証に資するようまち・ひと・しごと創生総合戦略の実施状況に関する客観的な指標
を設定するとともに、地方公共団体の意見を反映させるために必要な措置を講ずるも
のとする。
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１．最近の人口の動向等
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最近の我が国の人口構造の変化（2013年→2018年）

○ 2013年（※）から2018年（※）にかけて、我が国の人口は、若い世代を中心に総人口が減少する一方、
高齢世代が増加（割合の上昇）。
※ まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（平成26年12月）において参照していた人口データと現時点での直近の人口データとを比較。

○ 若い世代が大きく減少し、2013年より後に生まれた0～4歳の人口も、親となり得る世代の減少、出
生率が人口置換水準を大きく下回っている状況の継続により、大きく減少。

資料：総務省「人口推計（平成25年10月1日現在人口）」「人口推計（平成30年10月1日現在人口）」

【若い世代の減少、親となり得る世代の減少】 【高齢者世代の増加（割合の上昇）】

【出生数・出生率の低迷】

（年齢３区分別人口：万人） 総人口 0～14歳 15～64歳 65歳以上

2013年 12,730 1,639 7,901 3,190

2018年 12,644 1,541 7,545 3,558

変化（2013→2018） ▲ 85 ▲ 98 ▲ 356 ＋ 368
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日本の出生数・出生率の推移

○ 出生数・出生率は、1970年代半ばから長期的に減少傾向。出生率は、2006年以降、緩やかに増加
してきたが最近は概ね横ばいで推移。出生数は、2016年以降100万人を下回り、毎年減少。

○ 合計特殊出生率が人口置換水準（人口規模が維持される水準）※を下回る状況が、1974年の2.05以
降、40年以上にわたり続いている。

※近年は2.07で推移（直近2017年は2.06）

資料：厚生労働省「平成29年（2017）人口動態統計月報年計（確定数）」「平成30（2018）年人口動態統計の年間推計」
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○ 出生率低下の要因は、「未婚率の上昇」と「夫婦の子ども数の減少」。

○ 年齢ごとの未婚率及び50歳時の未婚割合は、1970年代以降男女とも上昇傾向が続いており、晩
婚化及び非婚化が相当程度進行。

○ ただし、2010年頃に30歳代後半となった世代（概ね団塊Ｊｒ世代）以降は、概ね横ばいとなりつつ
ある状況。

出生率低下の要因① ～ 未婚率の上昇 ～
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資料：総務省統計局「国勢調査｝

（注）未婚率は、結婚を経験していない者の人口に対する割合。 「50歳時の未婚割合」は、45～49歳の未婚率と50～54歳の未婚率の平均。
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（注）未婚率は、結婚を経験していない者の人口に対する割合。 「50歳時の未婚割合」は、45～49歳の未婚率と50～54歳の未婚率の平均。



出 生 率 低 下 の 要 因

○ 出生率低下の要因は、「未婚率の上昇」と「夫婦の子ども数の減少」。

○ 結婚した夫婦からの出生子ども数が1990年代以降減少傾向。かつて2.2程度で安定して推移して
いた完結出生児数（夫婦の最終的な平均子ども数）は2010年には1.96と２を下回った。

※ 夫婦完結出生児数も初婚年齢と関係があることが分析されている。

出生率低下の要因② ～ 夫婦の完結出生児数の低下 ～
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6資料：国立社会保障・人口問題研究所 「出生動向基本調査」(2015)



未婚者の結婚意思や希望子ども数等の推移

未婚者の生涯の結婚意思（18～34歳）（％）
1987 1992 1997 2002 2005 2010 2015

男性 いずれ結婚するつもり 91.8% 90.0% 85.9% 87.0% 87.0% 86.3% 85.7%
一生結婚するつもりはない 4.5% 4.9% 6.3% 5.4% 7.1% 9.4% 12.0%
不詳 3.7% 5.1% 7.8% 7.7% 5.9% 4.3% 2.3%
計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

女性 いずれ結婚するつもり 92.9% 90.2% 89.1% 88.3% 90.0% 89.4% 89.3%
一生結婚するつもりはない 4.6% 5.2% 4.9% 5.0% 5.6% 6.8% 8.0%
不詳 2.5% 4.6% 6.0% 6.7% 4.3% 3.8% 2.7%
計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

独身者の希望子ども数（人）
1982 1987 1992 1997 2002 2005 2010 2015

希望子ども数（未婚男性） 2.34 2.30 2.23 2.15 2.05 2.07 2.04 1.91
希望子ども数（未婚女性） 2.29 2.23 2.17 2.13 2.03 2.10 2.12 2.02
平均理想子ども数（夫婦） 2.62 2.67 2.64 2.53 2.56 2.48 2.42 2.32
平均予定子ども数（夫婦） 2.20 2.23 2.18 2.16 2.13 2.11 2.07 2.01

○ 未婚者の結婚意思は、男女ともに「いずれ結婚するつもり」と答えた者の割合が９割程度で推移。

○ 未婚者の希望子ども数は、男女ともに２を少し上回る水準で推移してきたところ、2015年は男性でやや低
下して1.91となっている。

○ 夫婦の理想子ども数は、2002年調査までは2.5人を上回る水準で推移していたが、2005年調査以降、2.5人
を下回っており、やや減少の傾向。2015年調査では2.32人となっている。

○ 夫婦の予定子ども数は、2005年調査までは2.1人を上回る水準で推移していたが、2010年調査以降、2.1人
を下回っており、2015年調査では2.01人となっている。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」
※ 年次は調査年。未婚者については、18～34歳の者を対象に集計したもの。夫婦の予定子ども数・理想子ども数は妻が50歳未満の夫婦に係る調査で
回答者は妻。
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理想の子ども数を持たない理由、予定の子ども数を実現できない場合の理由

○ 夫婦が理想の子ども数を持たない理
由は、若い世代では経済的負担が多
く、30歳代後半以降は高年齢で産むの
はいやだから、欲しいけれどもできな
い、といった理由が増加。

○ 予定の子ども数を実現できない可能
性があると考えている者も多く、若い
世代では収入等の理由が多く、30歳代
以降は年齢や健康上の理由が多い

資料：国立社会保障・人口問題研究所
「出生動向基本調査」(2015)
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最近の我が国の都道府県別人口の動向（2013年→2018年）

○ 2013年から2018年にかけて、我が国の都道府県別人口は、一都三県、愛知県、福岡県、沖縄県を
除き、減少。特に、一都三県の増加幅が大きくなっている。

○ 全国の人口に占める一都三県の人口の割合は、2013年の28.1％から、2018年には28.9％へと、５
年間で0.8％ポイント程度上昇。

資料：総務省「人口推計（平成25年10月1日現在人口）」「人口推計（平成30年10月1日現在人口）」

（地域別人口：万人） 2013年 2018年 2013→2018

全国 12,730(100.0％) 12,644(100.0％) ▲ 85(   － )

東京圏（一都三県） 3,579( 28.1％) 3,658( 28.9％) ＋ 79(＋0.8％pt)

地方圏（一都三県以外） 9,150( 71.9％) 8,986( 71.1％) ▲164(▲0.8％pt)
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都道府県別合計特殊出生率の状況

○ 2013年から2017年にかけて、全国の合計特殊出生率は、1.43（2013）→1.42（2014）→1.45（2015）
→1.44（2016）→1.43（2017）と推移。

○ 都道府県によって様々な変動がみられるが、一都三県、大阪圏、北海道や東北の一部等で相対的
に低く、北陸から中部、中四国や九州で相対的に高い傾向は、大きくは変わっていない。

資料：厚生労働省「人口動態統計」 10
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男女の平均初婚年齢、第１子出生時の母の平均年齢の推移

○ 2000年から2013年にかけて、男女の平均初婚年齢、第１子出生時の母の平均年齢は大きく上昇（晩婚化・
晩産化の進展）。

○ 2013年から2017年にかけても、全国的に一定の上昇がみられるが、上昇幅はそれほど大きくなく、一部の
県では下降もみられる。

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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地域ブロック別に見た結婚意思、希望・予定子ども数等

○ 地域ブロック別に、未婚者の結婚意思や平均希望子ども数、夫婦の平均予定子ども数や理想子ども数をみ
ると、（サンプル数の少ない地域には留意が必要であるが）地域によってある程度の違いはあるものの、例
えば、大都市部で顕著に低いといった状況はみられない。

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」(2015)

■地域ブロック別、結婚意思、希望・予定子ども数等■

地域ブロック 平均予定子ども数 平均理想子ども数 完結出生児数

男性 女性 男性 女性

総　数 85.7% 89.3% 1.91 2.02 2.01 2.32 1.94

 　北海道 80.2% 90.5% 1.70 1.94 1.87 2.17 1.57

　東北 82.6% 86.2% 1.97 1.96 1.91 2.35 1.81

　関東 86.4% 89.9% 1.89 1.97 1.94 2.24 1.88

　　北関東 88.7% 91.0% 1.87 1.98 2.09 2.32 2.04

　　東京圏 85.9% 89.7% 1.89 1.97 1.91 2.23 1.84

　中部 87.6% 89.0% 1.95 2.03 2.04 2.36 1.98

　　中部・北陸 86.3% 88.6% 1.96 2.02 2.01 2.32 1.94

　　中京圏 89.3% 89.4% 1.94 2.04 2.07 2.41 2.07

　近畿 85.1% 90.4% 1.88 2.02 1.98 2.28 1.95

　　大阪圏 84.2% 90.3% 1.91 2.03 1.97 2.28 1.91

　　京阪周辺 90.6% 91.0% 1.75 1.93 2.03 2.29 2.09

　中国・四国 85.3% 85.4% 1.98 2.15 2.08 2.40 2.03

　　中国 88.5% 82.4% 2.00 2.25 2.12 2.41 2.13

　　四国 77.6% 88.9% 1.93 2.04 2.03 2.38 1.84

　九州・沖縄 84.5% 91.0% 1.98 2.13 2.24 2.50 2.14

資料：国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査」（2015年）の、追加掲載表による。

※　網掛けはサンプル数が100を下回るもの、斜体は50を下回るものであり、変動が大きい可能性に留意が必要。

独身者調査 夫婦調査

生涯の結婚意思 平均希望子ども数
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都道府県別出生数等の状況

○ 出生数（2017年）を都道府県別にみると、若い世代が多く暮らす、一都三県、大阪府や兵庫県、愛
知県、福岡県、北海道といった大都市又は大都市を有する地域で多い。

○ また、国民希望出生率水準の出生数（仮に、国民希望出生率（1.8程度）となった場合の出生数）と
の乖離も、こうした大都市又は大都市を有する地域で大きくなっており、全国の出生数・出生率につい
ては、これらの地域の出生数・出生率の動向が大きく影響するものと考えられる。

資料：厚生労働省「人口動態統計」
※ 国民希望出生率水準の出生数は、2017年の出生数×1.8÷2017年の合計特殊出生率で計算。 13
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東京圏の年齢階層別転入超過数（2010～2018年） 90歳以上
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○ 東京圏への転入超過数の大半を10代後半、20代の若者が占めており、大学等への進学や就職が一つの
きっかけになっているものと考えられる。

東京圏への転入超過数（2010年－2018年、年齢階級別）

（人）

2010年 2011年 2012年 2013年

転
入
超
過

転
出
超
過 2014年 2016年2015年 2017年

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年～2018年/日本人移動者について）

2018年
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東京圏の年齢階層別転入超過数（男性 2010～2018年） 90歳以上

85～89

80～84

75～79

70～74

65～69

60～64

55～59

50～54

45～49

40～44

35～39

30～34

25～29

20～24

15～19

10～14

5～9

0～4歳

総数

（人）

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2016年2015年 2017年

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年～2018年/日本人移動者について）

2018年

○ 近年の東京圏への転入超過数を男女別に見ると、男性よりも女性が多い傾向にある。

○ 男女ともに、2018年に増加しているが、増加幅は男性よりも女性が大きい。

東京圏への転入超過数（2010年－2018年、男性：年齢階級別）
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東京圏の年齢階層別転入超過数（女性 2010～2018年） 90歳以上
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2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2016年2015年 2017年

資料出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2010年―2018年/日本人移動者）

2018年

東京圏への転入超過数（2010年－2018年、女性：年齢階級別）

○ 近年の東京圏への転入超過数を男女別に見ると、男性よりも女性が多い傾向にある。

○ 男女ともに、2018年に増加しているが、増加幅は男性よりも女性が大きい。
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２．将来の人口の見通し等
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○ 地域によって人口の「減少段階」は大きく異なる。

○ 東京圏や大都市などは「第１段階」にあるのに対して、地方はすでに「第２・３段階」になっている。

地域によって異なる将来人口動向

（備考）国立社会保障・人口問題研
究所「日本の将来推計人口（平
成29年推計）」より作成。

（備考）１．国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」より作成。
２．上記地域別将来推計人口の推計対象となっている市区町村（東京23区及び福島県内の市町村を除く778市、713町、168村（合計1682市区町村））について、カテゴリー（人口

５万人以下の市区町村は2015年の人口規模、中核市・特例市は平成30年4月1日現在、過疎地域市町村は平成29年4月1日現在でみたもの）ごとに総計を求め、2015年の人口を
100とし、2045年の人口を指数化したもの。市区町村によっては複数のカテゴリーに含まれる場合がある。

＜第１段階＞
老年人口増加

年少・生産年齢人口減少

＜第２段階＞
老年人口維持・微減

年少・生産年齢人口減少 ＜第３段階＞
老年人口減少

年少・生産年齢人口減少
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国民希望出生率について

＜基礎数値等（現在の計算）＞
・ 有配偶者割合：総務省統計局「国勢調査」（平成27年）における18～34歳の有配偶者の割合 32.0％（女性）
・ 独身者割合：１－有配偶者割合
・ 独身者のうち結婚を希望する者の割合：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（第15回、平成27年）における18～34歳

の独身者のうち「いずれ結婚するつもり」と答えた者の割合 89.3％（女性）
・ 夫婦の予定子ども数：上記「出生動向基本調査」における夫婦の平均予定子ども数 2.01人
・ 独身者の希望子ども数：上記「出生動向基本調査」における18～34歳の独身者（「いずれ結婚するつもり」と答えた者）の平均希望子

ども数 2.02人（女性）
・ 離死別等の影響：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」における出生中位の仮定に用いられた離死

別等の影響 0.955

○ 国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（第15回、平成27年）によると、18～34歳の独身者
では、男女ともに約９割は「いずれ結婚するつもり」であり、結婚した場合の希望子ども数は男性1.91人、
女性2.02人となっている。また、同調査によると、夫婦の予定子ども数は2.01人となっている。

○ 若い世代における、こうした希望等が叶うとした場合に想定される出生率を「国民希望出生率」として、
一定の仮定に基づく計算を行えば、概ね1.8程度となる。

国民希望出生率 ＝（ 有配偶者割合×夫婦の予定子ども数
＋ 独身者割合×独身者のうち結婚を希望する者の割合×独身者の希望子ども数 ）
× 離死別等の影響

＝（３２．０％×２.０１人＋６８．０％×８９．３％×２.０２人）×０.９５５
＝ １.７９
≒ １.８ 程度
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我が国の人口の推移と長期的な見通し［暫定推計］

○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））によると、
2060年の総人口は約9,300万人まで減少すると見通されている。

○ 仮に、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度（2025年には1.6程度）まで上昇すると、2060年の
人口は約1億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。

○ なお、仮に、合計特殊出生率が1.8や2.07となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね300万人程度
少なくなると推計される。

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年10月1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」は出生中位（死亡中位）の仮
定による。2115～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030年に1.8程
度、2040年に2.07程度（ 2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

（注３）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2019」によると、人口置換水準は、2001年から2016年は2.07で推移し、2017年は2.06となっている。
（注４）総人口の推計においては、2019年4月施行の出入国管理及び難民認定法等の改正（新たな在留資格の創設等）に伴う外国人の増加は考慮していない。

2008年12,808万人（概ねピーク）

2018年12,644万人

2060年 10,204万人
(参考1)10,047万人
(参考2) 9,910万人 2110年 8,992万人

(参考1) 8,639万人
(参考2) 8,314万人

2110年5,343万人

2060年9,284万人
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（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年10月1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」は出生中位
（死亡中位）の仮定による。2110～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030
年に1.8程度、2040年に2.07程度（ 2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
（万人）

実績（1960～2013年）

「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が上昇した場合（2030年1.8程度、2040年2.07程度）

（参考１）合計特殊出生率が2035年に1.8程度、2045年に2.07程度となった場合

（参考２）合計特殊出生率が2040年に1.8程度、2050年に2.07程度となった場合

(参考)我が国の人口の推移と長期的な見通し (2014年閣議決定時)

○ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））による
と、2060年の総人口は約8,700万人まで減少すると見通されている。

○ 仮に、合計特殊出生率が2030年に1.8程度、2040年に2.07程度（2020年には1.6程度）まで上昇すると、2060年の
人口は約1億200万人となり、長期的には9,000万人程度で概ね安定的に推移するものと推計される。

○ なお、仮に、合計特殊出生率が1.8や2.07となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね300万人程度
少なくなると推計される。

2008年12,808万人（概ねピーク）

2013年12,730万人

2060年 10,194万人
(参考1)10,030万人
(参考2) 9,884万人 2110年 9,026万人

(参考1) 8,675万人
(参考2) 8,346万人

2110年4,286万人

2060年8,674万人
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我が国の高齢化率の推移と長期的な見通し［暫定推計］
○ 「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））では、高齢化率（65歳以上人口比率）は、

将来的に38％程度まで上昇すると見通されているが、仮に、出生率が上昇すれば、2052年の35.6％をピークに、長
期的には、27％程度まで低下するものと推計される。

○ さらに、将来的に健康寿命の延伸等に伴って高齢化率の対象年齢が「70歳以上」まで上昇するとすれば、高齢化
率（70歳以上人口比率）は、概ね22％程度まで低下することとなる。

65歳以上人口比率

70歳以上人口比率

2049年以降38％程度で推移

2091年以降27％程度で推移

22％程度で推移

さらに、仮に、2060年か
ら2110年にかけて高齢
化率の対象年齢が「70
歳以上」まで（概ね10年

ごとに１歳程度のペー
スで）上昇した場合

「日本の将来推計人口
（平成29年推計）」

（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が
上昇した場合

2052年35.6％
（ピーク）

「65歳以上」⇒
「70歳以上」

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査」等による（各年10月1日現在の人口）。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」は出生中位（死亡中位）の
仮定による。2115～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030年に1.8程
度、2040年に2.07程度（ 2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

（注３）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集2019」によると、人口置換水準は、2001年から2016年は2.07で推移し、2017年は2.06となっている。
（注４）総人口の推計においては、2019年4月施行の出入国管理及び難民認定法等の改正（新たな在留資格の創設等）に伴う外国人の増加は考慮していない。
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65歳以上人口比率（実績：1960～2013年）

65歳以上人口比率（「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位）））

65歳以上人口比率（合計特殊出生率が上昇した場合）

70歳以上人口比率（実績：1960～2013年）

70歳以上人口比率（合計特殊出生率が上昇した場合）

仮に、2060年以降高齢化率の対象年齢が上昇した場合（合計特殊出生率が上昇した場合）

(参考)我が国の高齢化率の推移と長期的な見通し(2014年閣議決定時)

○ 「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（出生中位（死亡中位））では、高齢化率（65歳以上人口比率）
は、将来的に41％程度まで上昇すると見通されているが、仮に、出生率が上昇すれば、2050年の35.3％をピーク
に、長期的には、27％程度まで低下するものと推計される。

○ さらに、将来的に健康寿命の延伸等に伴って高齢化率の対象年齢が「70歳以上」まで上昇するとすれば、高齢化
率（70歳以上人口比率）は、概ね21％程度まで低下することとなる。

65歳以上人口比率

70歳以上人口比率

2067年以降41％程度で推移

2090年以降27％程度で推移

21％程度で推移
さらに、仮に、2060年か
ら2110年にかけて高齢
化率の対象年齢が「70
歳以上」まで（概ね10年

ごとに１歳程度のペー
スで）上昇した場合

「日本の将来推計人口
（平成24年1月推計）」
（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が
上昇した場合

2050年35.3％
（ピーク）

（注１）実績は、総務省統計局「国勢調査結果」「人口推計」による。国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」は出生中位（死亡中位）の
仮定による。2110～2160年の点線は2110年までの仮定等をもとに、まち・ひと・しごと創生本部事務局において機械的に延長したものである。

（注２）「合計特殊出生率が上昇した場合」は、経済財政諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会における人口の将来推計を参考にしながら、合計特殊出生率が2030
年に1.8程度、2040年に2.07程度（ 2020年には1.6程度）となった場合について、まち・ひと・しごと創生本部事務局において推計を行ったものである。

「65歳以上」⇒
「70歳以上」
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（参考）外国人人口について
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資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」※人口は、各年１月１日現在

（参考）外国人人口の現状

25

（１） 直近の推移

（２－１） 2018年の外国人人口の割合の高い上位10市区町村

総人口(人)
うち

外国人(人)
総人口(人)

うち

外国人(人)
増加数(人) 増加率(%)

1 北海道 占冠村 1,220 58 1,450 329 22.7% 271 467.2%

2 群馬県 大泉町 40,759 6,050 41,876 7,585 18.1% 1,535 25.4%

3 北海道 赤井川村 1,143 13 1,262 160 12.7% 147 1130.8%

4 東京都 新宿区 324,082 34,121 342,297 42,428 12.4% 8,307 24.3%

5 北海道 留寿都村 1,905 28 2,049 208 10.2% 180 642.9%

6 東京都 豊島区 271,643 19,533 287,111 29,010 10.1% 9,477 48.5%

7 北海道 倶知安町 15,816 676 16,432 1,570 9.6% 894 132.2%

8 東京都 荒川区 207,635 15,559 214,644 18,564 8.6% 3,005 19.3%

9 北海道 ニセコ町 4,857 153 5,203 431 8.3% 278 181.7%

10 岐阜県 美濃加茂市 55,240 4,010 56,703 4,659 8.2% 649 16.2%

2014年 2018年 2014年→2018年2018年の

外国人割合

(%)

市区町村名都道府県名

総人口(人)
うち

外国人(人)
総人口(人)

うち

外国人(人)
増加数(人) 増加率(%)

1 神奈川県 横浜市 3,714,200 75,283 3,737,845 91,440 2.4% 16,157 21.5%

2 大阪府 大阪市 2,667,830 116,348 2,702,432 131,582 4.9% 15,234 13.1%

3 愛知県 名古屋市 2,254,891 64,372 2,288,240 78,556 3.4% 14,184 22.0%

4 埼玉県 川口市 583,989 22,958 600,050 33,279 5.5% 10,321 45.0%

5 東京都 江戸川区 676,116 23,496 695,366 33,457 4.8% 9,961 42.4%

6 東京都 豊島区 271,643 19,533 287,111 29,010 10.1% 9,477 48.5%

7 神奈川県 川崎市 1,433,765 29,342 1,488,031 38,811 2.6% 9,469 32.3%

8 東京都 新宿区 324,082 34,121 342,297 42,428 12.4% 8,307 24.3%

9 福岡県 福岡市 1,474,326 26,989 1,529,040 35,257 2.3% 8,268 30.6%

10 東京都 板橋区 540,040 16,714 561,713 24,719 4.4% 8,005 47.9%

2014年→2018年

都道府県名 市区町村名

2014年 2018年 2018年の

外国人割合

(%)

（２－２） 2014年→2018年の増加数の多い上位10市区町村

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2014年→2018年

　総人口 128,438,013 128,226,483 128,066,211 127,907,086 127,707,259 △ 730,754

日本人人口 126,434,634 126,163,576 125,891,742 125,583,658 125,209,603 △ 1,225,031

外国人人口 2,003,379 2,062,907 2,174,469 2,323,428 2,497,656 494,277

(人)



（参考）新たな在留資格の創設に伴う受入れ見込み(１／３)
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法務省が公表する「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する方針（分野別運用方針）」によれば、５年
間で最大34万5千人程度の受入れが見込まれている。
なお、在留資格には通算で５年の在留期間を上限とする特定技能１号と在留期間の更新が可能な特定技能２
号がある。

資料：法務省ホームページ



（参考）新たな在留資格の創設に伴う受入れ見込み(２／３)

27資料：法務省ホームページ



（参考）新たな在留資格の創設に伴う受入れ見込み(３／３)
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資料：法務省ホームページ



３．人口の動向等についての整理
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国の人口の動向等についての整理

○ 現時点では、若い世代の希望を反映した国民希望出生率の水準や、これが実現し
た場合等の人口等の見通しは、2014年当時の推計値とそれほど大きくは変わらないた
め、時点修正は必要であるものの、長期的には大きな変更を必要とする結果とはなっ
ていない。なお、現下の合計特殊出生率等の状況を踏まえると、今後、さらに取組を強
化することが求められる。

○ 外国人については、2019年4月施行の出入国管理及び難民認定法等の改正(新た
な在留資格の創設等)に伴って、一定の外国人の増加が見込まれているが、 現時点で
は、長期にわたる外国人の出入国の状況を見通すことが困難なことから、まち・ひと・し
ごと創生総合戦略の作成のために長期の推計を行うにあたっては、今後の外国人の
転出入は考慮していない。なお、今後、その動向を注視していく必要がある。

○ さらに、人口動向そのものではないが、人口に関連する事項として、以下の動きがあ
ることに留意すべき。

・ 若い世代が大きく減少していく中で、女性や高齢者、外国人を含め、あらゆる人の
活躍を進めていくこと。

・ 関係人口など、定住人口とは異なる、新たな視点から地域と人との関わりをみてい
くこと。
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地方人口ビジョンについて
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【現状】

○ 「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について」（平成26

年12月27日付閣副第979号）により、全地方公共団体に地方版総合戦略の策定と地方人口ビジョンの策定を併せ

て要請。

○ 平成31年４月現在で、全ての地方公共団体（47都道府県、1,741市区町村）で策定。

【課題】

○ 各地方公共団体において、各地域の2014年以降の状況変化等を踏まえて、第２期地方版総合戦

略の策定に併せて、地方人口ビジョンの改定を行う必要があるのではないか。

○ 各地方公共団体の地方人口ビジョンにおいて、人口の社会増のみを追求した場合、国全体の人

口の増加にはつながらないことに留意が必要ではないか。

○ 外国人人口が全体の多くを占める地方公共団体や今後その増加が見込まれる地方公共団体に

おいては、外国人人口の影響についても留意すべきではないか。

○ また、若い世代が大きく減少していく中で、女性や高齢者の活躍を進めるなど、できるだけ多くの

人々が活躍する社会を目指していくことが重要ではないか。

○ 「定住人口」と同様に把握することは困難であるが、新たな視点として、定住に至らないものの特

定の地域に関わる「関係人口」といった視点を取り入れることも考えられるのではないか。

※2019年３月に、国において、各地方公共団体による地方人口ビジョンの改定に向けた支援として、人口動向分析・将来人口推計の
ための基礎データ及びワークシート（暫定版）を提供。



（参考）まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（2014年12月27日閣議決定）

■ 人口問題に対する基本認識：人口減少時代の到来

○ 今後加速度的に進む人口減少。人口減少は地方から都市へ

○ 人口減少は、経済社会に対して大きな重荷

○ 東京圏の過度な人口集中（今後も人口流入が続く可能性）。東京圏への人口の集中が日本全体の人口減少に結びついている

■ 今後の基本的視点

○ ３つの基本的視点

① 「東京一極集中」の是正

② 若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現

③ 地域の特性に即した地域課題の解決

○ 国民の希望の実現に全力を注ぐことが重要

■ 目指すべき将来の方向：将来にわたり「活力ある日本社会」を維持

○ 若い世代の希望が実現すると、出生率は1.8程度に向上

○ 人口減少に歯止めがかかると2060年頃１億人程度の人口が確保

○ さらに、人口構造が「若返る時期」を迎える

○ 人口の安定化とともに「生産性の向上」が図られると、2060年頃も実質GDP成長率は、1.5～２％程度が維持

■ 地方創生がもたらす日本社会の姿

○ 自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の姿を目指す

○ 外部との積極的なつながりで、新たな視点から活性化を図る

○ 地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る

○ 東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を

－地方創生は日本の創生。地方と東京圏がそれぞれの強みを活かし、日本を引っ張っていく
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この資料は、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局においてとりまとめたものである。
とりまとめにあたっては、下記の方々にご協力いただいた。

高橋重郷 元国立社会保障・人口問題研究所副所長
加藤久和 明治大学政治経済学部教授
小池司朗 国立社会保障・人口問題研究所人口構造研究部長
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